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１．１７年３月期の連結業績（平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日） 

    （１）連結経営成績                    (注)金額は百万円未満切捨て表示 

 売  上  高 営  業  利  益 経  常  利  益 

 

17 年 3 月期 

16 年 3 月期 

    百万円     ％ 

   192,320     1.9 

   188,700     4.6 

     百万円     ％

   10,404   △17.1 

   12,557   △15.7 

    百万円     ％ 

   8,685   △ 8.9 

   9,539   △16.3 

 

 
当期純利益 

１株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益

株主資本 

当期純利益率 

総 資 本 

経常利益率 

売 上 高

経常利益率

 

17 年 3 月期 

16 年 3 月期 

  百万円    ％ 

 4,518    7.2 

 4,216 △17.0 

   円  銭 

 69   37 

 64   90 

    円  銭 

   

   

      ％ 

   4.7 

   4.7 

      ％ 

   3.0 

   3.6 

      ％

   4.5 

   5.1 

      (注)①持分法投資損益      17 年 3 月期   △741 百万円   16 年 3 月期  △771 百万円 

          ②期中平均株式数(連結)   17 年 3 月期  63,596,799 株  16 年 3 月期 63,631,774 株 

          ③会計処理の方法の変更  無 

          ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率を示しております。 
 

（２）連結財政状態  

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 

17 年 3 月期 

16 年 3 月期 

        百万円 

    293,748 

    279,701 

        百万円 

     96,700 

     94,711 

          ％ 

      32.9 

      33.9 

        円  銭 

   1,519   58 

   1,487   50 

      (注)期末発行済株式数(連結)   17 年 3 月期 63,565,537 株   16 年 3 月期 63,613,567 株 
 

（３）連結キャッシュ・フローの状況 

 

 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 

投資活動による 

キャッシュ・フロー

財務活動による 

キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物

期  末  残  高

 

17 年 3 月期 

16 年 3 月期 

        百万円 

     17,375 

     15,432 

        百万円 

  △ 12,627 

  △ 12,786 

        百万円 

      7,088 

     10,400 

        百万円 

     53,734 

     42,228 
 

（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

連結子会社数 １５社  持分法適用非連結子会社数 ０社  持分法適用関連会社数 １社 
 

（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

連 結 (新規) １社 (除外) ０社   持分法 (新規) ０社 (除外) ０社 
 

２．１８年３月期の連結業績予想（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日） 

 売  上  高 経 常  利  益 当 期 純 利 益 

 

中 間 期 

通   期 

     百万円 

     99,500 

    206,000 

     百万円 

      5,600 

     11,200 

     百万円 

      2,000 

      4,800 

 (参考)１株当たり予想当期純利益(通期) ７３円 ８２銭 
※ 上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。 

     実際の業績は、今後様々な要因によって、予想数値と異なる結果となる可能性があります。 
         なお、上記予想に関する事項は、添付資料の９ページをご参照下さい。 

－１－ 



 

企業集団の状況 

 

 

 当社グループは提出会社（以下「当社」という。）並びに子会社 19 社および関連会社 1 社で

構成されており、医療機器、医薬品および医療用硝子・魔法瓶用硝子等器材品の製造販売ならび

にスーパーマーケット、ドラッグストアの経営を主として行っております。 

 当社グループの事業に係る位置付け及び事業の種類別セグメントとの関連は次のとおりであ

ります。 

 

＜医療部門＞ 

（国内）  当社および連結子会社ニプロ医工㈱が医療機器の製造を行い、また、在外子会 

社が製造した医療機器を当社が販売しております。 

（海外）  連結子会社ニプロタイランドコーポレーション（タイ）、福州尼普洛有限 公司 

（中国）、尼普洛(上海)有限公司（中国）およびニプロメディカル LTDA. （ブラ 

     ジル）は当社より原材料の一部の仕入ならびに製造機械類の購入を行い、医療機 

      器を製造し、当社ならびに当社子会社等を通じて販売する一方、現地での販売も 

      行っております。 

      連結子会社ニプロヨーロッパ N.V.(ベルギー)、ニプロメディカルコーポレーシ 

ョン（米国）、ニプロメディカルパナマ S.A.(パナマ)、ニプロメディカルメキシ 

     コ S.A.DE C.V.（メキシコ）および非連結子会社ニプロアジア PTE LTD(シンガポ 

ール）ならびに尼普洛貿易(上海)有限公司はそれぞれ周辺地域での医療機器等の 

     販売を行っております。 

      連結子会社ニプロダイアビーティーズシステム,INC．(米国)はインシュリンポ 

     ンプ等の糖尿病関連商品の開発ならびに販売を行っております。 

 

＜医薬品部門＞ 

      当社、連結子会社ニプロファーマ㈱ならびに非連結子会社竹島製薬㈱（平成 17 

年４月１日よりニプロジェネファ㈱へ社名変更）が医薬品の製造販売を行ってお 

ります。 

      持分法適用関連会社㈱バイファは血液製剤等医薬品の研究・製造販売を行って 

     おります。 

 

＜器材部門＞ 

（国内）  関西地区では当社が硝子管を販売するとともに硝子製品の製造販売を行ってお 

     ります。 

      関東地区では連結子会社新和商事㈱が当社より原材料の硝子管を購入し、硝子 

     製品の製造販売を行っております。 

（海外）  連結子会社上海日硝保温瓶胆有限公司（中国）が魔法瓶の中瓶ならびに硝子製 

     品等を製造し、現地で販売するとともに輸出も行っております。 

 

＜ストア部門＞ 

      連結子会社である㈱ニッショーは京阪神地区で生鮮食品を主体としたスーパー 

     マーケットを展開しております。 

      また、連結子会社㈱ニッショードラッグは主に阪神地区で医薬品・日用雑貨等 

の小売を主とするドラッグストアを展開しております。 

 

＜その他部門＞ 

      当社は医療機器等製造機械の製造(一部仕入)販売を行っております。 

      不動産賃貸業については、当社および㈱ニッショーが営んでおります。 

      非連結子会社ニッショー保険サービス㈱は主にグループ各社向けの損害保険代 

     理業を行っております。 

      その他の関係会社でありますサンリ興産㈱は不動産賃貸業を行っております。 

 

      以上に述べた事項の概要図は次のとおりであります。 

－２－ 

 



 

（国  内）                            （海  外） 

    

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                                                          

 

 

 

                                  製商品の供給 

                             

                                  原材料の供給 

                                                 

                                  その他 

                                                         

                                ◎  連結子会社 

                                ○  非連結子会社 

                                    □   持分法適用関連会社 

                                △    その他の関係会社 

 

     

 

     －３－ 

 

医療部門 

≪製造販売≫ 

◎ﾆﾌﾟﾛﾀｲﾗﾝﾄﾞｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ  

◎福州尼普洛有限公司      

◎尼普洛(上海)有限公司     

◎ﾆﾌﾟﾛﾒﾃﾞｨｶﾙ LTDA.  

≪販売≫        

◎ﾆﾌﾟﾛﾖｰﾛｯﾊﾟ N.V.        

◎ﾆﾌﾟﾛﾒﾃﾞｨｶﾙｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ      

◎ﾆﾌﾟﾛﾒﾃﾞｨｶﾙﾊﾟﾅﾏ S.A.      

◎ﾆﾌﾟﾛﾒﾃﾞｨｶﾙﾒｷｼｺ S.A. DE C.V.  

○ﾆﾌﾟﾛｱｼﾞｱ PTE LTD 

○尼普洛貿易(上海)有限公司 

 

 ≪開発・販売≫ 

◎ﾆﾌﾟﾛﾀﾞｲｱﾋﾞｰﾃｨｰｽﾞｼｽﾃﾑ,INC.   

 

 

 

 

ニ

 

 

 

プ

 

 

 

ロ

 

 

 

株

 

 

 

式

 

 

 

会

 

 

 

 

社

医療部門 

≪製造≫ 

◎ニプロ医工㈱ 

医薬品部門 

≪製造販売≫ 

◎ニプロファーマ㈱ 

 

≪製造販売≫ 

○竹島製薬㈱ 

≪開発・製造販売≫ 

□㈱バイファ 

器材部門 

≪製造販売≫ 

◎新和商事㈱ 

器材部門 

≪製造販売≫ 

◎上海日硝保温瓶胆有限公司   

 
ストア部門 

≪ｽｰﾊﾟｰﾏｰｹｯﾄの経営≫  

◎㈱ニッショー  

≪ﾄﾞﾗｯｸﾞｽﾄｱ・薬店の経営≫ 

◎㈱ニッショードラッグ 

そ の 他 

≪損害保険代理業務≫ 

○ニッショー保険サービス㈱ 

そ の 他 

≪不動産賃貸業≫ 

△サンリ興産㈱ 
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経 営 方 針 

１．経営の基本方針 

当社は、創業以来「技術」をコンセプトとし、より良いものをより安くつくることをモットーにしてお

ります。特に、医療機器・医薬品分野における新製品の開発に注力し、事業活動を通して、社会に貢献す

ることを経営理念としております。 

また企業にとって最も大切な「安定」と「成長」のバランス保持を考えた経営の仕組みとして、株主・

従業員・経営者の三者間の利益配分ルールである「業績スライド制」を確立し、自己責任に基づく活力あ

る事業展開を行っております。 

 

２．利益配分に関する基本方針 

   当社は、配当性向５０％を目安として株主の皆様に配当いたしております。また従業員の賞与につきま

しては部門別業績により決定し、経営者の利益配分につきましては、もとより業績に応じて決定するとい

う業績スライド制によっております。 

内部留保資金につきましては、経営基盤の確立と長期的な事業展開の一環として販売部門や生産部門は

もとより研究開発部門にも積極的に投入し、将来にわたる安定した利益の確保に役立てたいと考えており

ます。 

 

３．投資単位の引き下げに関する考え方および方針 

   投資単位の引き下げにつきましては、新たな個人投資者層の株式市場への参加を促し、証券市場の活性

化に寄与できるものと考えております。また今後の方針につきましては、実施に伴う多額の費用問題等を

鑑み、株券不発行制度の導入に伴う廃止会社への移行を目処に実施するものとして検討してまいります。 

 

４．目標とする経営指標 

当社の目標とする指標は、２０１０年に売上高３,０００億円、経常利益２００億円、ＲＯＥ（株主資本

利益率）１０％であります。 

これらの目標を達成するための基本的な構想といたしましては、現有の医療機器、医薬品、硝子器材お

よびストア４部門の相互補完を追求しつつ、研究開発力・生産力・販売力の継続的強化を図り、事業の拡

大発展を目指してまいります。 

特に研究開発力の強化につきましては、長期的視野にもとづく再生医療ならびに遺伝子組換え製剤等の

先端医療技術の研究を推進してまいります。また生産力の強化につきましては、医療機器事業における国

内・海外生産拠点の拡充ならびに積極的活用を実施するとともに、医薬品事業におけるアウトソーシング

対応の設備拡張等も積極的に行ってまいります。 

５．中長期的な経営戦略 

医療部門におきましては、主力のダイアライザーをはじめとして人工腎臓透析の分野を強化し、シェア

の維持拡大に努めるとともに、カテーテル分野、人工臓器分野など高度医療技術の分野へ進出し新製品の

ラインナップの充実を図りつつ、海外市場への積極的な営業展開を実施し、総合医療メーカーとしてニプ

ロブランドの付加価値を向上させシェア拡大を目指してまいります。 

医薬品部門におきましては、腎疾患領域や血液関連、輸液栄養分野等の医薬品開発や新製剤技術の研究
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開発を進めるとともに、容器・器具、薬剤と溶剤とを一体化したキット製品の商品化を推し進めるほか、

ダブルバッグ、人工透析液粉末製剤の拡販に努め、輸液関連事業の本格化を図り、トップシェアの取れる

製品開発に注力してまいります。 

器材部門におきましては、世界に誇る硝子加工技術を基にした各種硝子製品のコストダウンによる競争

力を強化しグローバルな販売展開を行い、安定的な利益確保に努めてまいります。 

ストア部門におきましては、食品や医薬品を中心とした魅力ある店づくりに専念し、地域密着型の店舗

展開を行ってまいります。 

    

６．対処すべき課題 

医療部門の国内事業におきましては、ダイアライザー、透析用血液回路、人工腎臓用補液、人工腎臓用

透析液粉末製剤、透析装置等に新規導入商品でありますプレフィルドへパリン（シリンジ充填済みヘパリ

ン製剤）を加え、人工腎臓用器具関連製品に注力し、市場ニーズへの対応、新製品の開発および市場展開、

品質の向上、販売強化等に努め、一層のシェア拡大を図るとともに、注射・輸液・カテーテル等のディス

ポーザブル関連製品におきましても、輸液セット、シリンジ等の注射・輸液関連製品のシェア拡大に注力

し、血管カテーテル等の新製品の開発、市場展開、販売強化を積極的に行ってまいります。 

また、循環器関連製品では、ＰＴＣＡバルーン等の新製品導入による品揃えの充実を図り、市場展開、

販売力の強化を推進し、シェア獲得を図ります。さらに検査関連製品では、糖尿病患者向け血糖測定用検

査器具、検査用試薬の市場展開と販売の強化、加えて血液検査用採血管の販売強化を行い、市場展開を積

極的に推進し、シェア拡大を図ってまいります。 

一方、国際事業におきましては、高度な品質はもちろんのこと、急速に変化する市場に対して価格設定

も含め迅速な対応が必要となっております。各国とも医療の安全対策が強化され厳しく管理されるように

なっているなか、安全対策機能付き医療機器の新製品の導入を推進してまいります。販売活動においては、

流通の合理化と市場競争力の強化を図るため、海外拠点の充実と新規開設を積極的に推進するとともに、

国内外における自社製品のあるべき提供価値の充実のほか、海外協力メーカーの製品を今後も積極的に拡

大し、市場でのブランドイメージを高めてまいります。人工腎臓関係の製品につきましては、関連する製

品を全て自社で持つ品揃えを生かした総合的な販売体制を整え、ますます寡占化する市場に対応してまい

ります。特に製品のハード面においては、すべての市場に対応できる機能と資格を備えるべく尽力いたし

ます。糖尿病関連では、増大するポイント・オブ・ケアー分野での製品群の充実をさらに推進してまいり

ます。また人工心臓とともに新たに導入した人工肺については、関連新製品の開発と国際競争力の確立に

努め、海外市場展開を図ってまいります。 

医薬品部門におきましては、従来より「液・粉」のダブルバッグ抗生物質キット製剤やプレフィルドシ

リンジ製剤などのキット製品の品揃えを図っておりますが、今後も早期上市に向かって進めてまいります。 

また経口剤の開発にも注力し、製品の品揃えを図るために開発品目を大幅に増やすとともに、飲み易さを

追求した製剤など製剤学的に工夫を凝らした新剤型開発も、併行して取り組んでまいります。さらに人工

血液、ＤＤＳ製剤など遺伝子組換えヒト血清アルブミンを応用した医薬品、腎疾患に関連する遺伝子組換

え蛋白医薬品なども早期実現に向け注力してまいります。今後もキット製剤を含めた注射剤と経口剤の開

発を積極的に進めることにより、医薬品事業の拡大に努めてまいります。 

器材部門におきましては、引き続き硝子加工技術の革新を推進し、管瓶の用途開発および硝子製プレフ

ィルドシリンジの生産拡大を行ってまいります。また照明用硝子では、ＦＰＤ（フラットパネル・ディス
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プレイ）市場の拡大に伴い液晶バックライト用硝子関連商材の販売拡大に努め、一般小型照明用硝子商材

についても販売強化に努めてまいります。 

ストア部門におきましては、すべての行動指針をお客様の立場に立って、お客様にとって良いことは何

かつまり「顧客満足」を主眼におき、食の健康・安心・安全を基軸としての価値訴求を推進し地域の顧客

ニーズにスピーディーに対応して、同業他社との差別化での優位性ある店づくりに努めるとともに、既存

店の改装、Ｌ.Ｓ.Ｐ.（Labor Scheduling Program）による作業効率の改善、顧客マネジメントの実践等に

より利益確保に努めてまいります。 

ドラッグストアにおきましては、医薬品、健康食品等のヘルスケア部門の専門性をより強化してゆき、

質の高いドラッグストアへと転換、差別化し収益性の向上に努めてまいります。 

 

７．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方および施策の実施状況 

（１）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

経済のグローバル化、ボーダレス化の進展は、わが国企業を取り巻く環境を急激に変えつつあります。

かかる経営環境の変化に伴い、近年様々な不祥事などが多発し企業の存続にかかわるような重大な経営

リスクが増加、顕在化しつつあります。 

このような経営環境の急激な変化に対応するには、多様なステークホルダーを視野に入れた経営管理

体制の強化が必要不可欠となります。 

当社は、企業の社会的責任（ＣＳＲ）の観点からコーポレート・ガバナンスの充実を経営の重要課題

の一つとして位置付け、事業部制のもと経営管理体制の強化、経営の健全化と効率化に努めております。 

（２）コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

ａ．会社の機関の内容 

・経営上の意思決定、執行および監督に係わる経営管理体制につきましては、商法上の取締役会制度お

よび監査役制度を基本としており、具体的には事業部独立型の経営管理システムを構築し、責任体制

の明確化と管理体制の強化に努めております。 

・取締役会は原則として毎月１回開催し、重要な意思決定をする他、業務執行状況の報告、協議を行い

ます。 

・現任監査役の３名はいずれも「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」第１８条第１項

に定める社外監査役であります。なお、社外取締役は現在選任されておりません。また社外役員の専

従スタッフは現在置いておりません。 

  ｂ．内部統制システムおよび監査の状況 

・当社では、月１回定例的に開催されるグループ経営会議により重要な業務執行を審議し決定しており

ます。この会議には当社取締役および当社監査役の他、グループ主要各社の代表者が出席し、事業活

動の進捗内容および懸案事項を審議し、機動的な意思決定を進めております。 

・各監査役は、監査役会で定めた監査方針および業務分担に従って、取締役会等の重要な会議に出席す

る他、取締役、従業員等からの報告聴取、重要書類を閲覧するなど監査業務を遂行し、定期または随

時に監査役会を開催し意見交換、協議を行っております。 

  ・また業務執行組織から独立した「監査室」を設置し、監査方針・年度計画に基づく公正な内部監査を実

施するとともに、監査役監査および会計士監査とも相互に連携の上、業務執行組織による法令の順守、

不正、過誤の防止、並びに内部統制システムの整備に努めております。 
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 ・当社の会計監査業務を執行した公認会計士の氏名は、次のとおりであります。 

監査法人の名称             監査法人 東明会計社 

監査業務を執行した公認会計士の氏名   中道 信廣   西川 寿雄 

ｃ．リスク管理体制の整備の状況 

当社は、経営リスク管理委員会を設置し、経営リスクの管理および法令等・企業倫理の順守に関す

る推進体制の一層の強化に努めるほか、社長を委員長とする賞罰委員会を設置し、表彰、処罰に関す

る適正な運営を通して、経営の健全化に努めております。 

＜コーポレートガバナンス体制の概念図式＞ 

 

 

(選任)                                     社長 

                                 

 

                                  行 

 

                   

           (意思決定) 

{会計監査}  {業務監査}  取締役職務 

 執行の監督 

 

ｄ．会社と社外役員との人的、資本的関係または取引関係その他の利害関係 

当社と社外監査役との間に特別な利害関係等はございません。 

   ｅ．コーポレート・ガバナンスの充実に向けた最近１年間の取り組み 

薬事法の改正、個人情報保護法の施行など、最近の法改正等に準拠した組織体制の整備や「法令・

企業倫理順守行動規範」改訂版の作成・配付の他、コンプライアンス・経営リスクの管理に関する体

制を強化するため、社内報への定期的な掲載、従業員向けの研修を行うなど、社員一人ひとりの徹底

した意識付け、啓蒙に努めました。 

   ｆ．役員報酬および監査報酬の内容 

    ・役員報酬の内容 

     当期において支払われた取締役および監査役に対する報酬は以下のとおりであります。 

         取締役１４名 ９０百万円 

         監査役 ３名  ９百万円 

        (注)上記報酬の金額には、使用人兼務取締役の使用人給与相当額は含まれておりません。 

    ・監査報酬の内容 

     当期において支払われた会計監査人 監査法人東明会計社 に対する報酬は以下のとおりであります。 

         監査契約に基づく監査証明に係る報酬の額 １９百万円 

         上記以外の報酬はありません。 

 

会 

計 

監

査

人 

  

 (監査役) 

  

監査役会 

 

各種 

委員会
事業部長 
部長･課長
その他 

 

弁
護
士
・
会
計
士
等
の
第
三
者

業務担当 

取 締 役 

賞
罰
委
員
会

経
営
リ
ス
ク
管
理
委
員
会

 

(取締役)

 

取締役会 

株主総会 
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８．親会社等に関する事項 

（１）親会社等の商号等                         （平成17年３月31日現在） 

名称 属性 
親会社等の議

決権所有割合

親会社等が発行する株券が上場さ

れている証券取引所等 

サンリ興産株式会社 
上場会社が他の会社の関連会社で

ある場合における当該他の会社 
20.62％ － 

（２）親会社等の企業グループにおける上場会社の位置付け 

   親会社等であるサンリ興産株式会社は、当社の経営に一切関与しておらず、当社は独立した立場で経営

を行っております。 

（３）親会社等との取引に関する事項 

該当事項はありません。 

       

 

経営成績及び財政状態 

１．経営成績 

（１）業績全般およびセグメント別の動向 

当期のわが国経済は、輸出や設備投資の先導などによりデフレ脱却への足がかりが得られたかのように見

られたものの、中国・アメリカの経済減速懸念や原油価格高騰等により、先行き不透明感が強まる中で推移

しました。 

このような状況下で、当社は引き続き新製品の開発に取り組むとともに生産力および販売力を強化し、業

績の向上に努めてまいりました。 

この結果、当期の連結売上高は１,９２３億２０百万円と前期比１．９％の増加となりましたが、連結営業

利益においては販売費及び一般管理費が増加したことなどにより、１０４億４百万円と前期比１７．１％の

減少となりました。この為、連結経常利益も８６億８５百万円と前期比８．９％の減少となりました。 

連結当期純利益につきましては、投資有価証券の売却益や特別損失の減少等により前期比７．２％増加の

４５億１８百万円となりました｡ 

以下、セグメント別の動向についてご報告申し上げます。 

ａ．医療部門 

  医療部門の国内事業におきましては、平成１６年度に実施されました薬価改正により、市場におきましては

価格の引下げ競争が例年になく熾烈化するなど、販売競争がさらに激化した厳しい環境のもとに推移しました。 

このような状況下で、当部門は販売効率の一層の向上を図り、販売拠点の増強に努めたほか、人工腎臓用、

注射・輸液用、循環器治療用、検査用の新製品の開発と市場展開、システム販売など積極的な事業拡大を推進

し、シェア拡大と売上高の拡大を図ってまいりました。 

一方、国際事業におきましては、市場変動が激しく売上高に応じた利益率を得ることは困難でしたが、透析

関連製品、採血関連製品、糖尿病治療関連製品のＯＥＭビジネスは堅調に推移し売上高が増大しました。 

またニプロブランド製品に関しても、海外支店の強化と直販体制の推進の結果、上記製品群とともに注射関

連製品等も堅調に推移し売上高は増大しました。 

この結果、当部門の売上高は８２５億３百万円と前期比４．８％の増加となりました。 
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ｂ．医薬品部門 

  医薬品部門におきましては、包括医療の推進など行政の医療費抑制政策に加え、競合品との販売価格競争の

激化により市場は非常に厳しい環境で推移しました。  

このような状況下で、当部門は人工腎臓用透析液粉末製剤、ろ過型人工腎臓用補液キット製剤などの拡販に

努め、また「液・粉」のダブルバッグキット製剤、プレフィルドシリンジキット製剤などのキット製剤につい

ても売上拡大に努めた結果、当部門の売上高は２６２億７百万円と前期比３．４％の増加となりました。 

ｃ．器材部門 

  器材部門におきましては、照明用硝子が自動車用小型電球硝子、液晶バックライト用硝子の需要拡大に伴い

増加しましたが、医薬用硝子はアンプル用硝子および管瓶用硝子が容器形態の変革が進み減少しました。また、

一般消費者向け商品も量販店の低迷により低調な動きとなりました。 

この結果、当部門の売上高は１１６億６６百万円と前期比１．９％の減少となりました。 

ｄ．ストア部門 

  小売業におきましては、景気回復期待が根強いものの、個人消費は依然として低迷停滞し、しかも常態化し

ています。加えて同業他社の新規出店・改装等による競争激化と消費税総額表示等による客単価の下落、また

記録的な異常気象の影響もあり、売上高は依然として厳しい状況で推移しました。 

このような状況の中、当部門では「顧客満足の向上」を最優先課題におき、個店現場主義の徹底、ポイント

カードの活用、マネジメントの強化等による収益改善に努めましたが、客数・粗利益率は前年度を維持したも

のの、上記要因による影響もあって前年より減収となりました。 

一方、ドラッグストアにおきましては、消費低迷の中、猛暑による夏物商材の効果は限定的でありましたが、

新規出店および花粉症等の要因により増収となりました。 

この結果、当部門の売上高は７０８億４１百万円と前期比０．７％の減少となりました｡ 

ｅ．その他部門 

  その他部門につきましては、主に医療機器製造機械等の販売および不動産賃貸により、売上高は１１億１百

万円と前期比２０．６％の減少となりました。 

 

（２）次事業年度の業績およびセグメント別の見通し 

今後の見通しにつきましては、円高進行や金利反騰のほか、海外経済の減速や原油価格の高騰が懸念され、

先行きに対する不透明感がさらに強まり、厳しい経営環境が続くと思われます。 

このような状況のもと、当社は引き続き新製品の開発に取り組み、生産力および販売力の増強にも注力し

て収益向上に努めてまいります。  

次事業年度の見通しとしまして、連結売上高２，０６０億円（前期比７．１％増）、連結経常利益１１２

億円（前期比２８．９％増）、連結当期純利益４８億円（前期比６．２％増）を見込んでおります。 

またセグメント別の売上高見通しは以下の通りであります｡ 

      医療部門８８２億円（前期比６．９％増）、医薬品部門３３９億円（前期比２９．４％増）、 

      器材部門１１５億円（前期比１．４％減）、ストア部門７１４億円（前期比 ０．８％増）、 

      その他部門１０億円（前期比９．２%減） 

 

（３）利益処分に関する事項 

当期の配当金につきましては、引き続き配当性向５０％を目安として算定し、一株当たり３８円５０銭を

予定しております。なお、すでに中間配当として一株当たり２５円５０銭を実施しておりますので、期末配

当金は一株につき１３円とし第５２期定時株主総会に付議する予定です。 
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２．財政状態 

（１）資産、負債、資本およびキャッシュ・フローの状況に関する分析 

当期末の総資産は、２，９３７億４８百万円で前期末に比べて１４０億４７百万円増加しました。このう

ち流動資産は１，３５３億６５百万円で、前期末より１０４億３１百万円の増加、固定資産は１，５８３億

８３百万円で前期末より３６億１６百万円の増加であります。流動資産増加の主な要因は、設備投資の支払

い時期のずれ込み等により現金預金が増加したことによるものであり、固定資産増加の主な要因は、機械装

置等の増加によるものであります。 

一方、当期末の負債総額は、１，９５４億３９百万円で前期末に比べて１２１億４４百万円増加しました。

このうち流動負債は９６２億４１百万円で前期末よりわずかながら減少しましたが、固定負債は９９１億 

９８百万円で前期末に比べて１２２億６６百万円増加しました。固定負債増加の主な要因は、設備投資に伴

い長期借入金が増加したことによるものであります。 

また、株主資本は、９６７億円で前期末に比べて１９億８８百万円増加しました。このうち利益剰余金は

３２１億８１百万円で前期末より１５億７１百万円の増加であります。 

当期のキャッシュ・フローにつきましては、営業活動によるキャッシュ・フローが１７３億７５百万円の

収入超過、投資活動によるキャッシュ・フローが１２６億２７百万円の支出超過、財務活動によるキャッシ

ュ・フローが７０億８８百万円の収入超過となり、現金及び現金同等物の期末残高は５３７億３４百万円と

なりました。  

営業活動によるキャッシュ・フローが収入超過となった主な要因は、税金等調整前当期純利益や減価償却

費等によるものであり、投資活動によるキャッシュ・フローが支出超過となった主な要因は、固定資産の取

得のために１５０億７０百万円支出したことなどによるものであります。また、財務活動によるキャッシュ・

フローが収入超過となった主な要因は、長期借入れにより２４５億９９百万円の収入によるものであります。 

 

（２）キャッシュ・フロー指標のトレンド 

  第４９期 第５０期 第５１期 第５２期 

  平成14年3月期 平成15年3月期 平成16年3月期 平成17年3月期

株主資本比率（％） 31.0 33.0 33.9 32.9

時価ベースの株主資本比率（％） 41.8 45.7 35.5 38.3

債務償還年数（年） 14.1 21.7  7.3  7.1

インタレスト・カバレッジ・レシオ 4.3 3.1 9.4 10.3

     (注）株主資本比率： 株主資本／総資産 

       時価ベースの株主資本比率：株式時価総額／総資産 

       債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

       インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

     ※各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

     ※株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 

     ※営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使 

       用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全て 

       の負債を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払 

       額を使用しております。 



 

連結貸借対照表 

 

                                                                                 (単位 百万円) 

前 期 

(平成16年3月31日現在)

当 期 

(平成17年3月31日現在) 

 

                期  別 

 

科  目 金   額 構成比 金   額 構成比 

増 減 金 額 

（ 資 産 の 部 ） 

   流 動 資 産 

     現 金 及 び 預 金 

     受取手形及び売掛金 

     た な 卸 資 産 

     繰 延 税 金 資 産 

     そ の 他 

     貸 倒 引 当 金 

   固 定 資 産 

    有 形 固 定 資 産 

     建 物 及 び 構 築 物 

     機械装置及び運搬具 

     土 地 

     建 設 仮 勘 定 

     そ の 他 

    無 形 固 定 資 産 

     連 結 調 整 勘 定 

     そ の 他 

    投資その他の資産 

     投 資 有 価 証 券 

     長 期 貸 付 金 

     繰 延 税 金 資 産 

     差 入 保 証 金 

     そ の 他 

     貸 倒 引 当 金 

 

   １２４，９３４

     ４５，２４１

     ４１，５２４

     ３２，５４１

       １，７３４

       ４，１００

   △    ２０８

   １５４，７６７

     ９４，００４

     ４０，５４５

     ２１，０１８

     ２２，４５６

       ６，１４３

       ３，８４０

       １，０１２

          ５４

         ９５８

     ５９，７４９

     ４２，５２２

       ２，８４３

         １９３

     １１，７７４

       ３，０８５

   △    ６７０

  ％

 44.7

 

 

 

 

 

 

 55.3

 33.6

 

 

 

 

 

  0.4

 

 

 21.3

 

 

 

 

 

 

 

   １３５，３６５

     ５６，１５３

     ４０，１４４

     ３３，６４９

       ２，２０３

       ３，４２３

   △    ２０９

   １５８，３８３

     ９８，７８８

     ４０，７１８

     ２３，９９０

     ２２，８３９

       ７，２３２

       ４，００７

         ９４１

           ２

         ９３９

     ５８，６５３

     ４１，７０６

       ２，４５９

         ２３８

     １１，５１３

       ３，４６５

   △    ７３０

   ％ 

 46.1 

 

 

 

 

 

 

 53.9 

 33.6 

 

 

 

 

 

  0.3 

 

 

 20.0 

 

 

 

 

 

 

 

    １０，４３１

    １０，９１１

   △ １，３７９

      １，１０８

        ４６９

   △    ６７６

   △      ０

     ３，６１６

    ４，７８３

        １７２

      ２，９７１

       ３８３

      １，０８８

         １６７

   △     ７１

   △     ５１

   △     １９

   △ １，０９５

   △   ８１６

   △    ３８４

          ４４

   △   ２６０

         ３８０

   △      ５９

資 産 合 計  ２７９，７０１ 100.0  ２９３，７４８ 100.0     １４，０４７

 

      （注）                         （ 前 期 ）  （ 当 期 ） 

          １．有形固定資産の減価償却累計額        89,922 百万円      96,758 百万円 

          ２．手 形 割 引 高            51   〃             76   〃 

          ３．保 証 債 務 の 残 高        2,728   〃         2,183   〃 

          ４．担 保 に 供 し て い る 資 産     15,795   〃       16,533  〃 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－１１－ 

 



 

連結貸借対照表 

 

                                                                                    (単位 百万円) 

       前 期 

(平成16年3月31日現在)

       当 期 

(平成17年3月31日現在) 

 

期  別

 

科  目 金   額 構成比 金   額 構成比 

増 減 金 額 

（ 負 債 の 部 ） 

   流 動 負 債 

     支払手形及び買掛金 

     短 期 借 入 金 

     １年以内償還予定社債 

     未 払 金 

     未 払 法 人 税 等 

     賞 与 引 当 金 

     設備関係支払手形 

     コマーシャルペーパー 

     そ の 他 

   固 定 負 債 

     社 債 

     転換社債型新株予約権付社債 

     長 期 借 入 金 

     繰 延 税 金 負 債 

     退 職 給 付 引 当 金 

     そ の 他 

 

    ９６，３６３

     ２９，０４８

     ３５，５０３

   １０，０００

       ４，７６９

       １，５８０

    １，４４４

    ４，２０７

    ６，５００

    ３，３１０

    ８６，９３１

     ２６，０００

     １４，０００

     ３４，１８３

      ６，６８８

       ２，５２８

       ３，５３１

  ％

 34.4

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 31.1

 

 

 

 

 

 

 

    ９６，２４１

     ２９，０８４

     ４０，４４３

    ３，０００

       ４，６１４

       ３，４９３

    １，４０５

    ２，９３６

    ７，０００

    ４，２６２

    ９９，１９８

     ２６，０００

     １４，０００

     ４６，１８３

      ６，７５３

       ２，８６７

       ３，３９３

   ％ 

 32.7 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 33.8 

 

 

 

 

 

 

 

   △   １２１

         ３５

      ４，９４０

  △  ７，０００

   △    １５４

      １，９１２

  △     ３８

  △  １，２７０

       ５００

       ９５２

    １２，２６６

       －

        －

    １１，９９９

         ６４

        ３３９

   △    １３７

負 債 合 計    １８３，２９５  65.5    １９５，４３９  66.5     １２，１４４

（少数株主持分） 

   少 数 株 主 持 分 

 

    １，６９３

 

  0.6

 

    １，６０８

 

  0.6 

 

  △     ８５

（ 資 本 の 部 ） 

   資 本 金 

   資 本 剰 余 金 

   利 益 剰 余 金 

   その他有価証券評価差額金 

   為替換算調整勘定 

   自 己 株 式 

 

     ２８，６６３

     ２９，９７２

     ３０，６１０

     １２，４６２

   △  ６，４８９

   △     ５０６

 

 10.2

 10.7

 10.9

  4.5

△2.3

△0.1

 

     ２８，６６３

     ２９，９７２

     ３２，１８１

     １２，７５９

   △  ６，２８９

   △    ５８６

 

  9.8 

 10.2 

 10.9 

  4.3 

△2.1 

△0.2 

 

          －

          －

      １，５７１

        ２９７

       ２００

   △      ８０

資 本 合 計    ９４，７１１  33.9    ９６，７００  32.9     １，９８８

負債、少数株主持分 

及 び 資 本 合 計 
 ２７９，７０１ 100.0  ２９３，７４８ 100.0     １４，０４７

 

      （注）                         （ 前 期 ）  （ 当 期 ） 

          ５．自 己 株 式 の 数 

                  普  通  株  式           264,938 株         312,968 株 

          ６．非連結子会社及び関連会社に係るもの 

                  投資有価証券（株式）        6,113 百万円       5,406 百万円 

         出 資 金            23   〃       23   〃 

－１２－ 

 



 

連結損益計算書 
 
                                                                                   (単位 百万円) 

前 期 

(自  平成15年4月１日 

 至  平成16年3月31日)

当 期 

(自  平成16年4月１日  

 至  平成17年3月31日) 

 

                期  別

 

 

      科  目 金   額 百分比 金   額 百分比 

増 減 金 額 

 

   売 上 高 

   売 上 原 価 

 

   １８８，７００

   １３７，１５３

  ％

100.0

 72.7

 

   １９２，３２０

   １４０，０７２

   ％ 

100.0 

 72.8 

 

     ３，６１９

     ２，９１８

   売 上 総 利 益 

   販売費及び一般管理費 

     ５１，５４７

   ３８，９８９

 27.3

 20.6

     ５２，２４７

   ４１，８４３

 27.2 

 21.8 

       ７００

    ２，８５４

   営 業 利 益 

   営 業 外 収 益 

   受 取 利 息 

   受 取 配 当 金 

   投資有価証券売却益 

     為 替 差 益 

  そ の 他 

   営 業 外 費 用 

     支 払 利 息 

     持分法による投資損失 

     為 替 差 損 

     そ の 他 

     １２，５５７

         ９６３

         １６０

           １８４

      １３９

        －

      ４７９

    ３，９８２

    １，６３５

      ７７１

     １，４２９

        １４５

  6.7

  0.5

 

 

 

 

 

  2.1

 

 

 

 

     １０，４０４

         ８４９

         １２４

           ２０４

        －

      １７３

      ３４６

    ２，５６７

    １，５９４

      ７４１

         －

        ２３１

  5.4 

  0.4 

 

 

 

 

 

  1.3 

 

 

 

 

   △ ２，１５３

   △   １１４

   △     ３６

        ２０

  △   １３９

      １７３

  △   １３２

  △ １，４１４

  △    ４１

  △    ３０

   △ １，４２９

        ８６

   経 常 利 益 

   特 別 利 益 

   貸倒引当金戻入益 

   助 成 金 等 受 入 益 

  投資有価証券売却益 

  そ の 他 

   特 別 損 失 

   固定資産売却・除却損 

   投資有価証券評価損 

   たな卸資産廃棄損 

   固 定 資 産 圧 縮 損 

   異 常 製 造 原 価 

   退職給付引当金繰入額 

   貸 倒 損 失 

   販売権関係和解金 

   そ の 他 

      ９，５３９

        ５７３

        １０８

         ４４５

        －

       １８

       ２，０６８

         ４２７

         １０２

          ５４

         ４４５

         ２７１

          ７６

      ２９０

      ２７２

         １２５

  5.1

  0.3

 

 

 

 

  1.1

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      ８，６８５

      １，２４５

         ５２

           －

    １，１０８

       ８４

       １，２７１

         ３６８

           －

         １６７

           ７

         ３４４

          ７６

        －

        －

         ３０７

  4.5 

  0.6 

 

 

 

 

  0.6 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   △   ８５３

       ６７２

   △    ５５

   △    ４４５

      １，１０８

         ６６

   △    ７９６

   △     ５８

   △    １０２

         １１３

   △    ４３８

          ７２

           ０

   △    ２９０

  △   ２７２

        １８１

   税金等調整前当期純利益 

   法人税､住民税及び事業税 

  法 人 税 等 調 整 額 

    少 数 株 主 損 失 

    当 期 純 利 益 

    ８，０４３

    ３，７６５

        ８５

       ２３

    ４，２１６

  4.3

  2.0

  0.1

  0.0

  2.2

    ８，６５９

    ４，９００

   △  ６５３

      １０６

    ４，５１８

  4.5 

  2.5 

△0.3 

  0.1 

  2.4 

      ６１５

    １，１３５

  △    ７３８

       ８３

      ３０２

 
      （注）                         （ 前 期 ）  （ 当 期 ） 

     一般管理費及び当期製造費用に 

     含まれる研究開発費                  3,074 百万円       3,422 百万円 

－１３－ 

 



 

 

連結剰余金計算書 

 

                                           (単位 百万円) 

前 期 

(自  平成15年4月１日 

 至  平成16年3月31日)

当 期 

(自  平成16年4月１日  

 至  平成17年3月31日) 

 

                期  別

 

 

      科  目 金   額 金   額 

増 減 金 額 

（資本剰余金の部） 

   資本剰余金期首残高 

 

   資本剰余金期末残高 

 

（利益剰余金の部） 

   利益剰余金期首残高 

 

   利益剰余金増加高 

     当 期 純 利 益 

   連結子会社増加に伴う剰余金増加高 

 

   利益剰余金減少高 

     配 当 金 

     役 員 賞 与 

      (うち監査役賞与) 

 

   利益剰余金期末残高 

 

      ２９，９７２ 

 

    ２９，９７２ 

 

 

    ２７，９０４ 

 

     ４，２１６ 

     ４，２１６ 

         － 

 

     １，５１１ 

     １，４００ 

       １１１ 

    （    ５） 

 

    ３０，６１０ 

 

      ２９，９７２ 

 

    ２９，９７２ 

 

 

    ３０，６１０ 

 

     ４，５２０ 

     ４，５１８ 

         １ 

 

     ２，９４９ 

     ２，８６２ 

        ８６ 

    （    ２） 

 

    ３２，１８１ 

 

         － 

 

        － 

 

 

    ２，７０５ 

 

     ３０４ 

        ３０２ 

        １ 

 

    １，４３７ 

   １，４６２ 

 △     ２４ 

 （△   ２）

 

   １，５７１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－１４－ 
 



 
連結キャッシュ・フロー計算書 

 
                                                                                      (単位 百万円) 

     前 期 

(自  平成15年4月１日 

 至  平成16年3月31日)

    当 期 

(自  平成16年4月１日  

 至  平成17年3月31日) 

 

                期  別 

 

     科  目 金   額 金   額 

増 減 金 額 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

  税金等調整前当期純利益 
  減 価 償 却 費 
  連 結 調 整 勘 定 償 却 額 
  持 分 法 に よ る 投 資 損 失 
  貸 倒 損 失 
  貸倒引当金の増減額(減少:△)
  受 取 利 息 及 び 配 当 金 
  支 払 利 息 
  為 替 差 損 益 (差 益 :△ ) 
  売上債権の増減額(増加:△) 
  たな卸資産の増減額(増加:△)
  仕入債務の増減額(減少:△) 
  その他の資産の増減額(増加:△) 
  その他の負債の増減額(減少:△) 
  役 員 賞 与 支 払 額 
  その他の営業外損益･特別損益   

小    計 
  利息及び配当金の受取額 
  利 息 等 の 支 払 額 
  そ の 他 の 収 入 
  そ の 他 の 支 出 
  法 人 税 等 の 支 払 額 
  営業活動によるキャッシュ・フロー 

     ８，０４３ 
     ９，８１９ 
       １５９ 
       ７７１ 
       ２９０ 
  △     １３ 
  △    ３４４ 
     １，６３５ 
       ５０２ 
     １，０９３ 
  △  １，５１５ 
     ２，１７２ 
  △    ９８１ 
  △    １３３ 
  △    １１１ 
       ５１２ 
    ２１，９０２ 
       ２６１ 
  △  １，６３７ 
       ９１１ 
  △  １，１９５ 
  △  ４，８０９ 
    １５，４３２ 

     ８，６５９ 
    １０，２６５ 
        ５１ 
       ７４１ 
         － 
        ５７ 
  △    ３２９ 
     １，５９４ 
       ４１３ 
     １，３２９ 
  △  １，１５８ 
        ７６ 
  △    １９１ 
     １，１６０ 
  △     ８６ 
  △    ５９１ 
    ２１，９９２ 
       ２４９ 
  △  １，６８１ 
       ６４７ 
  △    ７５９ 
  △  ３，０７２ 
    １７，３７５ 

      ６１５ 
         ４４６ 
   △      １０７ 
  △    ３０ 
  △   ２９０ 
        ７１ 
        １５ 
  △    ４１ 
  △    ８８ 
      ２３５ 
      ３５６ 
   △ ２，０９６ 
      ７９０ 
     １，２９４ 
       ２４ 
  △ １，１０４ 
       ９０ 
  △    １１ 
   △    ４４ 
   △   ２６４ 
      ４３６ 
    １，７３６ 
    １，９４３ 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

  定期預金の預入れによる支出 
  定期預金の払戻しによる収入 
  有価証券の取得による支出 
  有価証券の売却による収入 
  固定資産の取得による支出 
  固定資産の売却による収入 
  貸 付 け に よ る 支 出 
  貸付金の回収による収入 
  その他の投資による支出 
  その他の投資による収入 
  投資活動によるキャッシュ・フロー 

△  ３，０６４ 
     ３，１１７ 
  △    ５１６ 
       ４４８ 
  △ １３，２４４ 
       ５７８ 
  △    １３４ 
        ５３ 
  △     ２３ 
         ０ 
  △ １２，７８６ 

△  ４，０５８ 
     ４，６２２ 
  △    １２０ 
     １，７３７ 
  △ １５，０７０ 
       ２０６ 
  △      ２ 
        ５７ 
         － 
         ０ 
  △ １２，６２７ 

   △   ９９３ 
    １，５０４ 
      ３９６ 
    １，２８８ 
  △ １，８２５ 
  △   ３７２ 
      １３２ 
        ３ 
        ２３ 
          ０ 
      １５８ 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

  短期借入金の純増減額(減少:△) 
  コマーシャルペーパーの純増減額(減少:△) 
  長 期 借 入 れ に よ る 収 入 
  長期借入金の返済による支出 
  社 債 の 発 行 に よ る 収 入 
  社 債 の 償 還 に よ る 支 出 
  自己株式の取得による支出 
  ファイナンス･リース債務の返済による支出 
  配 当 金 の 支 払 額 
  転換社債償還資金の返戻による収入

  財務活動によるキャッシュ・フロー 

△  １，７６３ 
  △    ５００ 
     ６，１２６ 
  △  ７，７３４ 
    １３，９２１ 
  △  ２，０００ 
  △     ５４ 
  △    ３３６ 
  △  １，３９９ 
     ４，１４１ 

    １０，４００ 

     １，４８３ 
       ５００ 
    ２４，５９９ 
  △  ９，１４４ 
     ２，９７９ 
  △ １０，０００ 
  △     ８０ 
  △    ３９１ 
  △  ２，８５８ 
         － 

     ７，０８８ 

      ３，２４７ 
      １，０００ 
   １８，４７３ 
  △ １，４０９ 
  △１０，９４２ 
  △ ８，０００ 
  △    ２５ 
  △    ５５ 
  △ １，４５８ 
  △ ４，１４１ 

  △ ３，３１２ 

現金及び現金同等物に係る換算差額 

現金及び現金同等物の増減額(減少:△) 

現金及び現金同等物の期首残高 

新規連結子会社に係る現金及び現金同等物の期首残高 

現金及び現金同等物の期末残高 

△    ２１１ 

    １２，８３５ 

    ２９，３９３ 

         － 

    ４２，２２８ 

△    ３４９ 

    １１，４８６ 

    ４２，２２８ 

        １９ 

    ５３，７３４ 

   △   １３８ 

   △ １，３４９ 

   １２，８３５ 

        １９ 

   １１，５０５ 
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

１．連結の範囲に関する事項 
 
     （１）連結子会社は次の１５社であります。 
 

・ニプロ医工株式会社              ・ニプロタイランドコーポレーション 

・福州尼普洛有限公司                ・尼普洛（上海）有限公司 

・ニプロメディカルＬＴＤＡ．               ・ニプロヨーロッパＮ．Ｖ． 

・ニプロメディカルコーポレーション         ・ニプロダイアビーティーズシステム,INC. 

         ・ニプロメディカルパナマＳ．Ａ．      ・ニプロメディカルメキシコS.A.DE C.V. 

・ニプロファーマ株式会社          ・新和商事株式会社 

・上海日硝保温瓶胆有限公司         ・株式会社ニッショー 

・株式会社ニッショードラッグ 
 
        なお、ニプロダイアビーティーズシステム,INC. は、重要性が増加したため、当連結会計年 

度から連結の範囲に含めることといたしました。 
 
     （２）非連結子会社は４社であります。 
 
               非連結子会社のニッショー保険サービス株式会社、ニプロアジアPTE LTD、尼普洛貿易(上海) 

有限公司および竹島製薬株式会社（平成１７年４月１日よりニプロジェネファ株式会社へ社名 

変更）はいずれも小規模会社であり、合計の総資産額、売上高、当期純損益及び利益剰余金等 

（最近５年間平均）は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を与えておりません。 
 
    ２．持分法の適用に関する事項 
 
          持分法適用の関連会社数  １社  株式会社バイファ 
 
                持分法を適用していない非連結子会社４社は、それぞれ当期純損益及び利益剰余金等に及ぼ 

す影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法を適用しておりません。 
 
    ３．連結子会社の事業年度等に関する事項 
 
        連結子会社のうち、在外子会社であるニプロタイランドコーポレーション（タイ）、福州尼 

       普洛有限公司、尼普洛（上海）有限公司、上海日硝保温瓶胆有限公司（以上３社中国）、ニプ 

       ロメディカルＬＴＤＡ．（ブラジル）、ニプロヨーロッパＮ．Ｖ．（ベルギー）、ニプロメデ 

       ィカルコーポレーション、ニプロダイアビーティーズシステム,INC.(以上２社米国）、ニプロ 

メディカルパナマＳ．Ａ．（パナマ）およびニプロメディカルメキシコS.A.DE C.V.(メキシコ） 

の決算日は１２月３１日であります。連結財務諸表の作成にあたっては同日現在の財務諸表を 

使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っておりま 

す。 
 
     ４．会計処理基準に関する事項 
 
      （１）重要な資産の評価基準及び評価方法 
 
       ①有 価 証 券 
 
          そ の 他 有 価 証 券 
 
           時 価 の あ る も の … 決算日の市場価格等に基づく時価法 

                     （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は総平均 

                      法により算定） 
 
           時 価 の な い も の … 総平均法による原価法 
 
       ②た な 卸 資 産 
 
          医療、医薬品及び器材部門 … 主として総平均法による原価法、一部について先入先出 

法による原価法 
 
          ス ト ア 部 門 … 売価還元原価法 
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     （２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

 

              有形固定資産 ………… 定率法  

                                           なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定す 

                                         る方法と同一の基準によっております。 

                                           ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属 

                     設備は除く）については定額法によっております。 

                     また、在外子会社については各国の税法に基づいた定額法に 

よっております。 

 

     （３）繰延資産の処理方法 

 

         社 債 発 行 費 ………… 支出時に全額費用として処理しております。 

 

     （４）重要な引当金の計上基準 

 

        ①貸 倒 引 当 金 ……  債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸 

                    倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回 

                    収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

 

         ②賞 与 引 当 金 ……  従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額の当連結 

会計年度対応額を計上しております。 

 

       ③退 職 給 付 引 当 金 ……  従業員の退職給付に充てるため、当連結会計年度末における退 

                    職給付債務および年金資産の見込額に基づき、当連結会計年度末 

において発生していると認められる額を計上しております。 

                      なお、退職給付会計基準変更時差異（５１９百万円）について 

                    は、５年による均等按分額を費用処理しております。 

                                          また、数理計算上の差異は、それぞれ発生の翌連結会計年度よ 

                    り５年による均等按分額を費用処理しております。 

 

     （５）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

 

                    外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損 

益として処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、在外子会社の決算日 

の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、 

換算差額は資本の部における為替換算調整勘定に含めております。 

 

     （６）重要なリース取引の処理方法 

 

          リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取 

         引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

     （７）その他連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

消費税等の会計処理 

 

             消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

 

   ５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

 

        連結子会社の資産及び負債の評価方法は、部分時価評価法によっております。 
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    ６．連結調整勘定の償却に関する事項 
 
        連結調整勘定は５年間で均等償却しております。 
 
    ７．利益処分項目等の取扱いに関する事項 
 
        連結剰余金計算書は、連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作成しております。 
 
    ８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
 
            連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引 

き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負 

わない取得日から３か月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 

 

 

  （追加情報） 
 

     法人事業税における外形標準課税部分の連結損益計算書上の表示方法 
 
       実務対応報告第１２号「法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示について 

の実務上の取扱い」（企業会計基準委員会 平成１６年２月１３日）が公表されたことに伴い、 

当連結会計年度から同実務対応報告に基づき、法人事業税の付加価値割及び資本割３１８百万円 

を販売費及び一般管理費として処理しております。 

 

 

（リース取引関係） 

 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

 

                            （ 前 期 ） （ 当 期 ） 
 

  取 得 価 額 相 当 額              9,435 百万円      7,237 百万円 
 
       減価償却累計額相当額               6,456   〃        4,939  〃 
 
        期 末 残 高 相 当 額             2,978   〃         2,297  〃 

 

未経過リース料期末残高相当額 
 

  １ 年 以 内                    1,162 百万円      1,304 百万円 
 

  １ 年 超                      2,370   〃         983  〃 
 

計                          3,533   〃        2,287  〃 

 

              支 払 リ ー ス 料                   2,150 百万円       1,317 百万円 
 
              減 価 償 却 費 相 当 額            1,883 百万円       1,091 百万円 
 
              支 払 利 息 相 当 額               152 百万円         104 百万円 

 
 

減価償却費相当額の算定方法 
 
         リース期間を耐用年数とし、有形固定資産については残存価額を１０％と仮定し定率法に 

より計算した減価償却費相当額に簡便的に９分の１０を乗じた額を各期に配分する方法およ 

びソフトウェアについては残存価額を零とする定額法によっております。 

 
 
      利息相当額の算定方法 

 
         リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方 

法については、利息法によっております。 
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    （セグメント情報） 
 
  １．事業の種類別セグメント情報 
 

 （１）前期（自 平成１５年４月１日 至 平成１６年３月３１日）            (単位 百万円) 

 
医 療 医 薬 品 器 材 ス ト ア そ の 他 計 

消去又は

全  社
連 結

Ⅰ売上高及び営業損益 

売 上 高 

 (1)外 部 顧 客 に 

  対 す る 売 上 高 

 (2) セグメント間の内部 

  売上高又は振替高 

 

 

  78,726 

 

     639 

 

 

  25,338 

 

      － 

 

 

 11,890

 

   2,356

 

 

71,357

 

      －

 

 

   1,386

 

     596

 

 

 188,700 

 

   3,592 

 

 

      －

 

 ( 3,592)

 

 

 188,700

 

      －

計   79,365  25,338  14,247  71,357   1,983  192,292  ( 3,592)  188,700

営 業 費 用   67,248  22,868  12,428  70,937   1,578  175,061    1,081  176,142

営 業 利 益   12,117    2,470    1,818      420      404  17,231  ( 4,673)  12,557

Ⅱ資産、減価償却費 

  及 び 資 本 的 支 出 

資 産 

 

 

  83,785 

 

 

  54,037 

 

 

  13,207

 

 

  43,102

 

 

   1,155

 

 

 195,288 

 

 

  84,412

 

 

 279,701

減 価 償 却 費    3,833    3,637      630    1,164       31    9,298      520    9,819

資 本 的 支 出    5,231    6,747      625    1,450        4   14,059      441   14,500

 

 

 

  （２）当期（自 平成１６年４月１日 至 平成１７年３月３１日）               (単位 百万円) 

 
医 療 医 薬 品 器 材 ス ト ア そ の 他 計 

消去又は

全  社
連 結

Ⅰ売上高及び営業損益 

売 上 高 

 (1)外 部 顧 客 に 

  対 す る 売 上 高 

 (2)セグメント間の内部 

  売上高又は振替高 

 

 

  82,503 

 

     876 

 

 

  26,207 

 

      － 

 

 

 11,666

 

   2,384

 

 

70,841

 

      －

 

 

   1,101

 

     553

 

 

 192,320 

 

   3,813 

 

 

      －

 

 ( 3,813)

 

 

 192,320

 

      －

計   83,379  26,207  14,051  70,841   1,654  196,133  ( 3,813)  192,320

営 業 費 用   72,340  23,946  12,162  70,726   1,366  180,541    1,374  181,915

営 業 利 益   11,039    2,260    1,889      114      288  15,592  ( 5,188)  10,404

Ⅱ資産、減価償却費 

  及 び 資 本 的 支 出 

資 産 

 

 

  86,062 

 

 

  56,556 

 

 

  13,824

 

 

  42,960

 

 

     857

 

 

 200,261 

 

 

  93,487

 

 

 293,748

減 価 償 却 費    4,406    3,449      630    1,169       26    9,683      582   10,265

資 本 的 支 出    6,056    7,269    1,452    1,005        2   15,785      526   16,311
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    （注）１．事業区分の方法および各区分に属する主要な製品および商品の名称 

            事業区分は、市場における使用目的の類似性を考慮して区分しております。 

              各事業区分に属する主要な製品および商品名は次のとおりであります。 
 

  事 業 区 分     主  要  製  品  お   よ   び  商  品  名 

  医 療   人工腎臓透析器、血液回路、注射針、注射筒、輸液セット等 

  医 薬 品   生理食塩水溶解キット品、薬剤溶解液付キット品、薬剤充填済注射筒、人工腎臓透析用剤、循環器官用剤等

  器 材   医薬用硝子、魔法瓶用硝子、照明用硝子、プラスチック容器用栓、ゴム栓等 

  ス ト ア   精肉、鮮魚、野菜、果物、加工食品、日配食品、冷凍食品、日用雑貨、医薬品等 

 

 

  そ の 他   医療機器製造機械、不動産賃貸料等 

 

 
 ２．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、前連結 

               会計年度４，６７３百万円、当連結会計年度５，１８８百万円であり、その主なもの 

               は、親会社の試験研究費用および親会社の本社管理部門等に係る費用であります。 

       ３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、前連結会計年度 

               ８４，５５７百万円、当連結会計年度９３，５６３百万円であり、その主なものは、 

               親会社での余資運用資金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）、試験研 

               究に係る資産および本社管理部門に係る資産等であります。 

             ４．減価償却費および資本的支出には長期前払費用とその償却額を含んでおります。 
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  ２．所在地別セグメント情報 
 
   （１）前期（自  平成１５年４月１日 至  平成１６年３月３１日）           (単位 百万円) 

 
日 本 アメリカ ヨーロッパ ア ジ ア 計 

消去又は

全 社
連 結

Ⅰ売上高及び営業損益 

   売 上 高 

 (1)外 部 顧 客 に 

   対 す る 売 上 高 

 (2)セグメント間の内部 

  売上高又は振替高 

 

 

  176,373 

 

    9,609 

 

 

    4,707

 

      377

 

 

    5,922

 

       27

 

 

    1,696

 

    8,470

 

 

  188,700 

 

   18,485 

 

 

      －

 

(  18,485)

 

 

  188,700

 

      －

計   185,983     5,085   5,949    10,167   207,185 (  18,485)   188,700

    営 業 費 用 169,172 5,265 5,833 9,755   190,026 (  13,883)   176,142

    営 業 利 益 又 は 

    営 業 損 失 (△ ) 
   16,810  △  180   116   412    17,159 (   4,602)    12,557

Ⅱ資 産   174,610     6,081     3,345    17,210   201,247    78,453   279,701

 

 

    （２）当期（自  平成１６年４月１日 至  平成１７年３月３１日）              (単位 百万円) 

 
日 本 アメリカ ヨーロッパ ア ジ ア 計 

消去又は

全 社
連 結

Ⅰ売上高及び営業損益 

    売 上 高 

(1)外 部 顧 客 に 

    対 す る 売 上 高 

(2)セグメント間の内部 

    売上高又は振替高 

 

 

  175,327 

 

   12,261 

 

 

    9,790

 

      384

 

 

    5,816

 

        3

 

 

    1,385

 

   10,012

 

 

  192,320 

 

   22,662 

 

 

      －

 

(  22,662)

 

 

  192,320

 

      －

計   187,589    10,175 5,820    11,397   214,982 (  22,662)   192,320

    営 業 費 用   171,827    10,699   6,166    10,634   199,327 (  17,411)   181,915

    営 業 利 益 又 は 

    営 業 損 失 (△ ) 
 15,762  △  523  △  346 762    15,655 (   5,251)    10,404

     

Ⅱ資 産   179,625     8,837     3,056    17,906   209,427    84,321   293,748

 
     (注）１．国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。 
            ２．各区分に属する主な国又は地域 
                  ア メ リ カ ………… 米国、ブラジル 
                  ヨーロッパ ………… ベルギー 
                 ア ジ ア ………… 中国、タイ 
         ３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、前連結 
                会計年度４，６７３百万円、当連結会計年度５，１８８百万円であり、その主なもの 

は、親会社の試験研究費用および親会社の本社管理部門等に係る費用であります。 
       ４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、前連結会計年度 

                ８４，５５７百万円、当連結会計年度９３，５６３百万円であり、その主なものは、 

                親会社での余資運用資金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）、試験研 

究に係る資産および本社管理部門に係る資産等であります。 

 

    －２１－ 

 



 

 
   ３．海外売上高 
 
    （１）前期（自 平成１５年４月１日 至 平成１６年３月３１日）            (単位 百万円) 

  

アメリカ 

 

 

ヨーロッパ 

 

 

ア ジ ア 

 

 

計 

 

Ⅰ   海 外 売 上 高       21,136      18,861     5,425      45,422 

Ⅱ  連 結 売 上 高 
 

 
    188,700 

Ⅲ  連結売上高に占める 

    海外売上高の割合 
    11.2％      10.0％      2.9％      24.1％ 

 

 

 

  （２）当期（自 平成１６年４月１日 至 平成１７年３月３１日）             (単位 百万円) 

  

アメリカ 

 

 

ヨーロッパ 

 

 

ア ジ ア 

 

 

計 

 

Ⅰ   海 外 売 上 高 29,953      18,313     5,234      53,502 

Ⅱ  連 結 売 上 高 
 

 
    192,320 

     

Ⅲ  連結売上高に占める 

    海外売上高の割合 
    15.6％       9.5％      2.7％      27.8％ 

 

 
              （注）１．国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。 
                    ２．各区分に属する主な国又は地域 
                          ア メ リ カ ………… 米国、カナダ、ブラジル 
                          ヨーロッパ ………… ベルギー、デンマーク、ドイツ 
                      ア ジ ア ………… 中国、台湾、タイ 
                    ３．海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高で 
                      あります。 
 
 
 

    （関連当事者との取引） 

 
 
                  該当事項はありません。 
 
 
 
 

    （デリバティブ取引関係） 
 
                  該当事項はありません。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

－２２－ 

 



 

 

    （税効果会計関係） 
 
         １．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
 
                                                 当連結会計年度 
                                                        （平成17年3月31日現在） 
                 繰延税金資産（流動） 
                  未実現利益の消去                 ４７８百万円 
                      未払事業税否認                                 ３２９ 〃 
                      賞与引当金否認                         ５７０ 〃 
                   売掛金否認                                 ３６０ 〃 
                   たな卸資産損金不算入額                        １１０ 〃 
           税務上の繰越欠損金                               ３００ 〃 
                      その他                                        ９４ 〃 
                    繰延税金資産（流動）合計                      ２，２４５ 〃 
                    繰延税金負債（流動）との相殺              △     ４１ 〃 
                    繰延税金資産（流動）の純額                    ２，２０３ 〃 
 
                    繰延税金負債（流動）  
                  特別償却準備金                              ２９百万円 
                  その他                                  １１ 〃 
                    繰延税金負債（流動）合計                        ４１ 〃 
                    繰延税金資産（流動）との相殺              △     ４１ 〃 
                    繰延税金負債（流動）の純額                        － 
 
                    繰延税金資産（固定） 
           土地時価評価差額                                 １４９百万円 
                      貸倒引当金損金算入限度超過額                     １３３ 〃 
                      退職給付引当金損金算入限度超過額            １，０８２ 〃 
                      貸倒損失否認                                １１７ 〃 
                      税務上の繰越欠損金                           １，７９８ 〃 
                      その他                                         １８０ 〃 
                        小 計                                     ３，４６１  〃 
                    評価性引当額                              △  １，７４１ 〃 
                    繰延税金資産（固定）合計                      １，７２０ 〃 
                    繰延税金負債（固定）との相殺              △  １，４８２ 〃 
                    繰延税金資産（固定）の純額                      ２３８ 〃 
 
                    繰延税金負債（固定） 
                      その他有価証券評価差額金                     ８，１１８百万円 
                      その他                                         １１６ 〃 
          繰延税金負債（固定）合計                  ８，２３５ 〃 
                    繰延税金資産（固定）との相殺              △  １，４８２ 〃 
                    繰延税金負債（固定）の純額                    ６，７５３ 〃 
 

          ２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 
 
             法定実効税率                   ４０．５ ％ 
                    （調  整） 
                      交際費等永久に損金に算入されない項目       ２．０ 〃 
                      受取配当金等永久に益金に算入されない項目   △ ０．３ 〃 
                      欠損金子会社の未認識税務利益           ６．２ 〃 
                      住民税均等割等                  ２．１ 〃 
                      持分損失未認識税務利益              ３．５ 〃 
                      試験研究費特別税額控除等           △ ４．２ 〃 
                      税務上の繰越欠損金の利用           △ ２．４ 〃 
                      その他                      １．６ 〃 
                    税効果会計適用後の法人税等の負担率        ４９．０ 〃 
 

 

－２３－ 

 



 

（有価証券関係） 
 
   １．その他有価証券で時価のあるもの 

                                                                                       (単位 百万円) 

前 期 

（平成16年3月31日現在） 

当 期 

（平成17年3月31日現在） 

区 分  

取得原価 

 

連 結
貸借対照表

計 上 額

 

差 額

 

 

取得原価 

 

連 結 
貸借対照表 

計 上 額 

 

差 額

 
 
  連結貸借対照表計上額が 

  取得原価を超えるもの 
 
      株 式 

      債 券 

      そ の 他 

 
 

 
 
   12,329 

       － 

       － 

 
 

 
 
   31,856 

       － 

       － 

 
 

 
 
   19,526 

       － 

       － 

 
 

 
 
   11,775 

       － 

       － 

 
 

 
 
   31,800 

       － 

       － 

 
 

 
 
   20,024 

       － 

       － 

小 計    12,329    31,856    19,526    11,775    31,800    20,024 

 
  連結貸借対照表計上額が 

  取得原価を超えないもの 
 
      株 式 

      債 券 

      そ の 他 

 
 

 
 
       85 

       － 

       60 

 
 

 
 
       80 

       － 

       54 

 
 

 
 
 △     4 

       － 

 △     5 

 
 

 
 
       11 

       － 

       60 

 
 

 
 
        9 

       － 

       54 

 
 

 
 
 △     1 

       － 

 △     5 

小 計       145       135  △    10        71        64  △     7 

合 計    12,475    31,991    19,516    11,847    31,864    20,016 
 
  （注）その他有価証券で時価のある株式について前連結会計年度１０２百万円の減損処理を行っております。 

また、当連結会計年度において減損処理は行っておりません。 

          なお、当該株式の減損にあたっては、連結会計年度末における時価が取得原価に比べて５０％以上下 

落し、かつ、合理的な反証がないことを基準として処理を行っております。 

 

２．前期中および当期中に売却したその他有価証券 

                                                                                   (単位 百万円) 

前 期 

(自  平成15年4月１日 

            至  平成16年3月31日) 

当 期 

(自  平成16年4月１日 

            至  平成17年3月31日) 

売 却 額 
売 却 益 

の 合 計 

売 却 損 

の 合 計 
売 却 額 

売 却 益 

の 合 計 

売 却 損 

の 合 計 

  ４４８   １３９     ０  １，７３７  １，１０８     － 

 

３．時価評価されていない有価証券 

                                                                               (単位 百万円) 

 

 

 

前 期 

（平成16年3月31日現在） 

連結貸借対照表計上額 

当 期 

（平成17年3月31日現在） 

連結貸借対照表計上額 
 
 そ の 他 有 価 証 券 

   非上場株式(店頭売買株式を除く) 

 
 

      ４，４１７ 

 
 

      ４，４３５ 
 
 子会社株式及び関連会社株式 

   子 会 社 株 式 

   関 連 会 社 株 式 

 
 

        ６８７ 

      ５，４２５ 

 
 

        ７２２ 

      ４，６８３ 

合         計      １０，５３０       ９，８４１ 

－２４－ 

 



 

 

  （退職給付関係） 

 

          １．採用している退職給付制度の概要 

 

                当社および国内連結子会社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度および退職一 

       時金制度を設けております。 

        なお、一部の海外子会社においても確定給付型の制度を適用しております。 

 

          ２．退職給付債務に関する事項 

                                                          前連結会計年度        当連結会計年度 

                                                       （平成16年3月31日現在）（平成17年3月31日現在） 

 

            （１）退職給付債務                △ 8,793 百万円      △ 9,133 百万円 

            （２）年金資産                                    5,794   〃             6,367  〃 

            （３）未積立退職給付債務(1)+(2)                △ 2,998  〃          △ 2,766  〃 

            （４）会計基準変更時差異の未処理額                  103  〃                －  〃 

            （５）未認識数理計算上の差異                        366  〃          △   101  〃 

            （６）未認識過去勤務債務                             －  〃                －  〃 

            （７）連結貸借対照表計上額純額(3)+(4)+(5)+(6)  △ 2,528  〃          △ 2,867   〃 

            （８）前払年金費用                                   －  〃                －   〃 

            （９）退職給付引当金(7)-(8)                    △ 2,528  〃          △ 2,867   〃 

 

              （注）一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

 

          ３．退職給付費用に関する事項 

                                                          前連結会計年度        当連結会計年度 

                                                       （自  平成15年4月１日  （自  平成16年4月１日 

                                                         至  平成16年3月31日）  至  平成17年3月31日） 

 

            （１）勤務費用                                     600 百万円            593 百万円 

            （２）利息費用                                     215  〃              218  〃   

            （３）期待運用収益                             △    73  〃          △    86  〃   

            （４）会計基準変更時差異の費用処理額            103  〃              103  〃   

            （５）数理計算上の差異の費用処理額         393  〃             223  〃  

            （６）過去勤務債務の費用処理額                      －  〃               －  〃   

            （７）退職給付費用(1)+(2)+(3)+(4)+(5)+(6)         1,240  〃             1,052  〃   

 

              （注）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、｢(１)勤務費用｣に含めておりま 

                  す。 

 

          ４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

                                                          前連結会計年度        当連結会計年度 

                                                       （平成16年3月31日現在）（平成17年3月31日現在） 

 

            （１）退職給付見込額の期間配分方法              期間定額基準           期間定額基準 

            （２）割引率                                    主として2.5％          主として2.5％ 

            （３）期待運用収益率                                1.5％                  1.5％ 

            （４）数理計算上の差異の処理年数             ５年による均等按分額   ５年による均等按分額 

                                              を、それぞれ発生時の   を、それぞれ発生時の 

                              翌連結会計年度から費   翌連結会計年度から費 

                              用処理しております。   用処理しております。 

            （５）会計基準変更時差異の処理年数            ５年                   ５年 

 

 

 

－２５－ 

 



 

 

                            生産、受注及び販売の状況 

 

     １．生産実績 

                                                                               (単位 百万円) 

前 期 

(自  平成15年４月１日  

 至  平成16年３月31日) 

当 期 

(自  平成16年４月１日  

 至  平成17年３月31日) 
事 業 の 種 類 別 

セグメントの名称 

生 産 高 対前期増減率(％) 生 産 高 対前期増減率(％)

医 療     ５７，５７７       ０．２     ５８，９２１       ２．３ 

医 薬 品    ２４，７８５       ７．２    ２５，４７９       ２．８ 

器 材     ３，８２９      １２．７     ３，６６８    △  ４．２ 

そ の 他       ７２０    △ ４１．９       ４９３    △ ３１．５ 

合 計    ８６，９１３     ２．０    ８８，５６３     １．９ 

 

 
            （注）１．金額は平均販売価格によって算出しております。 

                  ２．上記金額は、セグメント間取引の相殺消去後の数値であります。 

                  ３．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

 

     ２．受注実績 

 

           当社グループは、見込生産形態を採っておりますので、該当事項はありません。 

 

 

     ３．販売実績 

                                                                               (単位 百万円) 

前 期 

(自  平成15年４月１日  

 至  平成16年３月31日) 

当 期 

(自  平成16年４月１日  

 至  平成17年３月31日) 
事 業 の 種 類 別 

セグメントの名称 

販 売 高 対前期増減率(％) 販 売 高 対前期増減率(％)

   医 療     ７８，７２６       ３．６     ８２，５０３       ４．８ 

   医 薬 品    ２５，３３８      １５．３    ２６，２０７       ３．４ 

   器 材    １１，８９０       ７．５    １１，６６６    △  １．９ 

ス ト ア     ７１，３５７     ２．６     ７０，８４１    △  ０．７ 

   そ の 他     １，３８６    △ ２１．２     １，１０１    △ ２０．６ 

   合 計   １８８，７００       ４．６   １９２，３２０       １．９ 

 

 
            （注）１．上記金額は、セグメント間取引の相殺消去後の数値であります。 

               ２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

－２６－ 

 



 
 

  平成１７年３月期    個別財務諸表の概要             平成１７年５月２０日 

  上場会社名  ニプロ株式会社                       上場取引所      東 大 

  コード番号  ８０８６                               本社所在都道府県    大阪府 

    （ＵＲＬ http://www.nipro.co.jp/） 

  代 表 者 代 表 取 締 役 社 長  佐野  實 

  問合せ先責任者 取締役経理企画部長  山部 哲彦   ＴＥＬ (０６)６３７２－２３３１ 

  決算取締役会開催日  平成１７年５月２０日      中間配当制度の有無    有 

  配当支払開始予定日 平成１７年６月３０日      定時株主総会開催日 平成１７年６月２９日 

  単元株制度採用の有無 有(１単元 1,000 株) 

 

１．１７年３月期の業績（平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日） 

    （１）経営成績                        (注)金額は百万円未満切捨て表示 

 売  上  高 営  業  利  益 経  常  利  益 

 

17 年 3 月期 

16 年 3 月期 

     百万円     ％ 

   107,760     1.5 

   106,119     5.4 

     百万円     ％

    8,308  △10.0 

    9,227  △ 9.9 

    百万円    ％ 

    7,938    1.7 

    7,807  △11.8 

 

 
当期純利益 

１株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益

株主資本 

当期純利益率 

総 資 本 

経常利益率 

売 上 高

経常利益率

 

17 年 3 月期 

16 年 3 月期 

   百万円   ％ 

 5,114    26.0 

 4,060  △ 1.1 

   円  銭 

 78   75 

 62   46 

    円  銭 

   

   

      ％ 

   4.8 

   4.0 

      ％ 

   3.1 

   3.3 

      ％

   7.4 

   7.4 

      (注)①期中平均株式数      17 年 3 月期  63,596,799 株 16 年 3 月期 63,631,774 株 

          ②会計処理の方法の変更  無 

          ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率を示しております。 

 

    （２）配当状況 

１株当たり年間配当金  

 
 中 間 期 末 

配当金総額 

（年 間） 
配当性向 

株主資本 

配 当 率 

 

17 年 3 月期 

16 年 3 月期 

   円  銭 

 38  50 

 30  50 

    円  銭 

  25  50 

  11  00 

    円  銭 

  13  00 

  19  50 

      百万円 

    2,448 

    1,940 

      ％ 

   48.9 

   48.8 

      ％ 

    2.3 

    1.8 

 

（３）財政状態 

 
総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 

17 年 3 月期 

16 年 3 月期 

        百万円 

    256,928 

    252,413 

        百万円 

    108,490 

    106,370 

          ％ 

      42.2 

      42.1 

        円  銭 

   1,705   08 

   1,670   78 

      (注)①期末発行済株式数       17 年 3 月期 63,565,537 株   16 年 3 月期 63,613,567 株 

          ②期末自己株式数         17 年 3 月期    312,968 株   16 年 3 月期    264,938 株 
 

２．１８年３月期の業績予想（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日） 

１株当たり年間配当金  
売上高 経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  

 

中 間 期 

通   期 

  百万円 

   55,200 

  115,000 

    百万円 

    4,750 

    9,950 

   百万円

   1,650 

   3,950 

  円  銭 

 12  50 

 

  円  銭 

 

 16  50 

  円  銭 

 

 29  00 

 (参考)１株当たり予想当期純利益(通期) ６０円 ４７銭 
※ 上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。 

     実際の業績は、今後様々な要因によって、予想数値と異なる結果となる可能性があります。 
         なお、上記予想に関する事項は、添付資料の９ページをご参照下さい。 

－２７－ 

 



 

貸借対照表 

 

                                                                                 (単位 百万円) 

前 期 

(平成16年3月31日現在)

当 期 

(平成17年3月31日現在) 

 

                期  別 

 

科  目 金   額 構成比 金   額 構成比 

増 減 金 額 

（ 資 産 の 部 ） 

   流 動 資 産 

     現 金 及 び 預 金 

     受 取 手 形 

     売 掛 金 

     商 品 ・ 製 品 

     原 材 料 ・ 貯 蔵 品 

     仕 掛 品 

     前 払 費 用 

     繰 延 税 金 資 産 

     未 収 入 金 

     そ の 他 

     貸 倒 引 当 金 

   固 定 資 産 

    有 形 固 定 資 産 

     建 物 

     構 築 物 

     機 械 及 び 装 置 

     車 輌 及 び 運 搬 具 

     工具器具及び備品 

     土 地 

     建 設 仮 勘 定 

    無 形 固 定 資 産 

     ソ フ ト ウ ェ ア 

     そ の 他 

    投資その他の資産 

     投 資 有 価 証 券 

     関 係 会 社 株 式 

     関 係 会 社 出 資 金 

     長 期 貸 付 金 

     関係会社長期貸付金 

     長 期 前 払 費 用 

     差 入 保 証 金 

     そ の 他 

     貸 倒 引 当 金 

 

    ９５，３１５

     ３４，９３２

     １４，８６８

     ２４，７６３

     １４，００２

      １，８６４

      １，２１５

        １５８

         ６８１

      １，１２７

       １，７０４

   △      ５

   １５７，０９７

     ３２，７３３

     １０，５０６

        ３３３

      ６，６２１

         ２７

      １，８６０

     １２，４４０

         ９４４

         ２４１

        １５８

          ８２

   １２４，１２２

     ３４，３４２

     ５３，５８４

     １０，７９０

         ４７９

     １８，７９１

         ４９１

      ５，１１４

       １，０１３

   △    ４８６

  ％

 37.8

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 62.2

 12.9

 

 

 

 

 

 

 

  0.1

 

 

 49.2

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   １０３，０３６

     ４４，１２９

     １２，６４４

     ２６，２８０

     １３，７７９

      １，７６０

      １，０３０

        １２５

         ８８４

        ９５９

       １，４４７

   △      ５

   １５３，８９２

     ３３，９２５

      ９，７８５

        ３０８

      ８，３１８

         ２２

      １，８０３

     １２，４４０

       １，２４６

         ２４７

        １７４

          ７３

   １１９，７１９

     ３３，７８３

     ５３，６９２

     １０，７９０

         ４４４

     １４，６３９

         ８８５

      ４，９８５

         ９５７

   △    ４５９

   ％ 

 40.1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 59.9 

 13.2 

 

 

 

 

 

 

 

  0.1 

 

 

 46.6 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     ７，７２０

     ９，１９７

   △ ２，２２４

     １，５１６

   △    ２２３

   △   １０４

   △   １８５

   △    ３３

        ２０３

   △   １６８

   △   ２５７

         －

   △ ３，２０５

   １，１９１

   △   ７２０

   △    ２４

     １，６９６

   △     ４

   △    ５７

          －

         ３０１

         ６

        １５

   △     ８

   △ ４，４０２

   △   ５５９

        １０７

          －

   △     ３５

   △ ４，１５２

        ３９４

   △   １２９

   △     ５５

          ２７

資 産 合 計  ２５２，４１３ 100.0  ２５６，９２８ 100.0      ４，５１５

 

 

 

 

 

 

－２８－ 

 



 

貸借対照表 

 

                                                                                    (単位 百万円) 

       前 期 

(平成16年3月31日現在)

       当 期 

(平成17年3月31日現在) 

 

期  別

 

科  目 金   額 構成比 金   額 構成比 

増 減 金 額 

（ 負 債 の 部 ） 

   流 動 負 債 

     支 払 手 形 

     買 掛 金 

     短 期 借 入 金 

     １年以内償還予定社債 

   １年以内返済予定長期借入金 

     未 払 金 

     未 払 費 用 

     未 払 法 人 税 等 

     預 り 金 

     賞 与 引 当 金 

     設備関係支払手形 

     コマーシャルペーパー 

     そ の 他 

   固 定 負 債 

     社 債 

     転換社債型新株予約権付社債 

     長 期 借 入 金 

     繰 延 税 金 負 債 

     退 職 給 付 引 当 金 

     預 り 保 証 金 

 

    ７４，４０３

     １５，０９７

     １１，３１２

     １７，７００

   １０，０００

      ６，６１３

       ２，８１３

        ６２３

       １，３００

         ５０

      ７０４

    １，００２

    ６，５００

      ６８５

    ７１，６３９

     ２６，０００

     １４，０００

     ２３，０３７

      ６，１１３

       １，５１７

         ９６９

  ％

 29.5

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 28.4

 

 

 

 

 

 

 

    ７３，５０２

     １４，６０２

     １２，８３０

     １９，９００

    ３，０００

      ８，０９４

       ２，５４３

        ５５９

       ２，８５０

         ５６

      ６４５

    １，１３４

    ７，０００

      ２８５

    ７４，９３４

     ２６，０００

     １４，０００

     ２６，２２３

      ６，０３２

       １，６７４

       １，００４

   ％ 

 28.6 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 29.2 

 

 

 

 

 

 

 

   △   ９００

   △   ４９５

      １，５１８

      ２，２００

  △  ７，０００

      １，４８１

   △    ２７０

   △    ６４

      １，５５０

         ５

  △     ５９

       １３２

       ５００

  △    ３９９

     ３，２９５

       －

        －

     ３，１８５

   △    ８１

        １５６

          ３４

負 債 合 計    １４６，０４２  57.9    １４８，４３７  57.8      ２，３９４

（ 資 本 の 部 ） 

   資 本 金 

   資 本 剰 余 金 

    資 本 準 備 金 

   利 益 剰 余 金 

   利 益 準 備 金 

   任 意 積 立 金 

     配 当 積 立 金 

     特 別 償 却 準 備 金 

     固定資産圧縮積立金 

     海外投資等損失準備金 

     別 途 積 立 金 

    当 期 未 処 分 利 益 

   その他有価証券評価差額金 

   自 己 株 式 

 

     ２８，６６３

     ２９，９７２

     ２９，９７２

     ３７，６２９

      １，１９６

     ３２，７３２

         １６

        １８２

         ２０

        １７９

     ３２，３３５

      ３，７００

     １０，６１１

   △    ５０６

 

 11.3

 11.9

 

 14.9

 

 

 

 

 

 

 

 

  4.2

△0.2

 

     ２８，６６３

     ２９，９７２

     ２９，９７２

     ３９，７９５

      １，１９６

     ３４，７４３

         １６

        １９２

          －

          －

     ３４，５３５

      ３，８５５

     １０，６４６

   △    ５８６

 

 11.1 

 11.7 

 

 15.5 

 

 

 

 

 

 

 

 

  4.1 

△0.2 

 

          －

          －

          －

      ２，１６６

          －

      ２，０１０

          －

         １０

   △    ２０

   △   １７９

      ２，２００

        １５５

         ３４

   △      ８０

資 本 合 計   １０６，３７０  42.1   １０８，４９０  42.2     ２，１２０

負 債 ・ 資 本 合 計   ２５２，４１３ 100.0   ２５６，９２８ 100.0      ４，５１５

 

 

－２９－ 

 



 
損益計算書 

 
                                                                                      (単位 百万円) 

前 期 

(自  平成15年4月１日 

 至  平成16年3月31日)

当 期 

(自  平成16年4月１日 

 至  平成17年3月31日)

 

                期  別 

 

 

      科  目 金   額 百分比 金   額 百分比 

増 減 金 額 
対前期

増減率

 

   売 上 高 

   売 上 原 価 

 

   １０６，１１９

    ８０，８１３

  ％

100.0

 76.2

 

   １０７，７６０

    ８２，３０５

   ％

100.0

 76.4

 

    １，６４０

    １，４９１

 

    1.5

    1.8

   売 上 総 利 益 

   販売費及び一般管理費 

     ２５，３０５

   １６，０７７

 23.8

 15.1

     ２５，４５４

   １７，１４６

 23.6

 15.9

      １４８

    １，０６８

    0.6

    6.6

   営 業 利 益 

   営 業 外 収 益 

   受 取 利 息 

   受 取 配 当 金 

   投資有価証券売却益 

     為 替 差 益 

  そ の 他 

   営 業 外 費 用 

     支 払 利 息 

     社 債 利 息 

     社 債 発 行 費 

     為 替 差 損 

     そ の 他 

      ９，２２７

         ８６４

         ３２０

           １６８

      １３９

        －

      ２３５

    ２，２８５

      ４１１

      ９０５

       ７８

       ８６６

         ２３

  8.7

  0.8

 

 

 

 

 

  2.1

 

 

 

 

 

      ８，３０８

         ９３２

         ３００

           １８６

        －

      ３４０

      １０４

    １，３０３

      ３９４

      ８４３

       ２０

         －

         ４４

  7.7

  0.9

 

 

 

 

 

  1.2

 

 

 

 

 

  △    ９１９

       ６８

  △     １９

       １８

 △   １３９

     ３４０

 △   １３１

 △    ９８１

 △    １７

 △     ６１

 △    ５７

  △   ８６６

       ２０

 △10.0

    7.9

 

 

 

 

 

 △43.0

 

 

 

 

 

   経 常 利 益 

   特 別 利 益 

   固 定 資 産 売 却 益 

   貸倒引当金戻入益 

   投資有価証券売却益 

  保 険 差 益 

   特 別 損 失 

   固定資産売却・除却損 

   投資有価証券評価損 

   貸 倒 損 失 

     販売権関係和解金 

   そ の 他 

      ７，８０７

        １１３

          ９

         １０３

        －

        －

       １，０１５

         ３２８

         １０２

      ２９０

         ２７２

          ２０

  7.4

  0.1

 

 

 

 

  1.0

 

 

 

 

 

      ７，９３８

      １，１４４

         １０

          ２４

    １，１０８

        ０

         ２４９

         １８９

           －

        －

           －

          ６０

  7.4

  1.1

 

 

 

 

  0.3

 

 

 

 

 

      １３０

     １，０３０

         １

  △     ７８

１，１０８

         ０

  △    ７６５

  △    １３８

  △    １０２

  △    ２９０

  △    ２７２

         ３９

    1.7

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   税引前当期純利益 

   法人税､住民税及び事業税 

   法 人 税 等 調 整 額 

    ６，９０５

    ２，９３７

  △     ９３

  6.5

  2.8

△0.1

    ８，８３２

    ４，０２６

  △    ３０８

  8.2

  3.8

△0.3

   １，９２７

    １，０８８

 △    ２１４

   27.9

 

 

   当 期 純 利 益 

   前 期 繰 越 利 益 

   中 間 配 当 額 

    ４，０６０

      ３３９

      ６９９

  3.8

 

 

    ５，１１４

      ３６３

    １，６２１

  4.7

 

 

   １，０５３

 

 

   26.0

 

 

   当 期 未 処 分 利 益     ３，７００      ３，８５５        １５５  

 
－３０－ 

 



 

利益処分案 

 

                                           (単位 百万円) 

前 期 

(自  平成15年4月１日 

 至  平成16年3月31日)

当 期 

(自  平成16年4月１日  

 至  平成17年3月31日) 

 

                期  別 

 

 

     科  目 金   額 金   額 

増 減 金 額 

   当 期 未 処 分 利 益 

   任 意 積 立 金 取 崩 額 

     特 別 償 却 準 備 金

     固定資産圧縮積立金

     海外投資等損失準備金

     ３，７００ 

       ２４２ 

        ４３ 

        ２０ 

       １７９ 

     ３，８５５ 

        ４７ 

        ４７ 

         － 

         － 

      １５５ 

   △   １９５ 

        ４ 

  △    ２０ 

  △   １７９ 

合 計 

 

   利 益 処 分 額 

     利 益 配 当 金

     （ １ 株 に つ き ）

     役 員 賞 与 金

     （うち監査役賞与）

     特 別 償 却 準 備 金

     別 途 積 立 金

   次 期 繰 越 利 益 

     ３，９４２ 

 

     ３，５７９ 

     １，２４０ 

   （ １９．５０円 ）

        ８５ 

   （      ２ ）

        ５３ 

     ２，２００ 

       ３６３ 

     ３，９０２ 

 

     ３，５３２ 

       ８２６ 

   （ １３．００円 ） 

       １０６ 

   （      ３ ） 

         － 

     ２，６００ 

       ３７０ 

  △    ４０ 

 

  △    ４７ 

  △   ４１４ 

  （ △６．５０円 ）

       ２０ 

 （      ０ ）

  △    ５３ 

      ４００ 

        ７ 

 
     （注）１．特別償却準備金、固定資産圧縮積立金および海外投資等損失準備金は、租税特別措置法の 

        規定に基づくものであります。           

            ２．平成１６年１２月１０日に１６億２１百万円（１株につき２５円５０銭）の中間配当を実 

施いたしました。 

 

 

部門別売上高および構成比率 

 

                                             (単位 百万円) 

前 期 

(自  平成15年4月１日  

 至  平成16年3月31日) 

当 期 

(自  平成16年4月１日  

 至  平成17年3月31日) 

 

             期  別 

 

 

   部  門 金 額 構成比 金 額 構成比 

増 減 金 額 
対前期

増減率

 

   医 療 部 門 
 

   医 薬 品 部 門 
 

   器 材 部 門 
 

   そ の 他 

 

    ７６，１７９
 

   １６，０１８
 

   １１，９１９
 

      ２，００２

  ％

 71.8
 

15.1
 

11.2
 

 1.9

 

    ７８，０２７
 

   １６，５４０
 

   １１，８２７
 

      １，３６５

  ％

 72.4
 

15.3
 

11.0
 

 1.3

 

     １，８４７
 

     ５２２
 

 △    ９２
 

  △    ６３６

   ％

   2.4
 

   3.3
 

△ 0.8
 

△31.8

合 計   １０６，１１９ 100.0   １０７，７６０ 100.0     １，６４０    1.5

  (う ち 輸 出 高)   (３３，１０６)  31.2   (３６，５１０)  33.9    ( ３，４０３)   10.3

 

 

－３１－ 

 



 

重要な会計方針 

 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

 

         子会社株式及び関連会社株式 

                   …… 総平均法による原価法 

         そ の 他 有 価 証 券 

          時 価 の あ る も の … 決算日の市場価格等に基づく時価法 

                    （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は総平均法 

                     により算定） 

 

          時 価 の な い も の … 総平均法による原価法 

 

    ２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

 

         商品・製品・仕掛品 …… 総平均法による原価法 

         原 材 料 ・ 貯 蔵 品 …… 先入先出法による原価法 

 

    ３．固定資産の減価償却の方法 

 

              有 形 固 定 資 産 …… 定率法 

                                           なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定す 

                                         る方法と同一の基準によっております。 

                                           ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属 

                     設備は除く）については定額法によっております。 

 

         無 形 固 定 資 産 …… 定額法 

                                            なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一 

                     の基準によっております。 

                                            ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内にお   

                     ける利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。 

 

                 長 期 前 払 費 用 …… 均等償却 

                      なお、償却期間については、法人税法に規定する方法と同一 

の基準によっております。 

 

        ４．繰延資産の処理方法 

 

                  社 債 発 行 費 …… 支出時に全額費用として処理しております。 

 

    ５．引当金の計上基準 

 

          貸 倒 引 当 金 ……  債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については 

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別 

に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

 

         賞 与 引 当 金 ……  従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額の当期 

                     対応額を計上しております。 

 

           退 職 給 付 引 当 金 ……  従業員の退職給付に充てるため、当期末における退職給付債 

務および年金資産の見込額に基づき、当期末において発生して 

いると認められる額を計上しております。 

                       なお、退職給付会計基準変更時差異（１４７百万円）につい 

ては、５年による均等按分額を費用処理しております。 

                                           また、数理計算上の差異は、それぞれ発生の翌期より５年に 

よる均等按分額を費用処理しております。 

－３２－ 

 



 

 

    ６．リース取引の処理方法 

 

         リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

    ７．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

         消費税等の会計処理 

 

           消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

 

 

  （追加情報） 
 
     法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示方法 
 
       実務対応報告第１２号「法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示について 

の実務上の取扱い」（企業会計基準委員会 平成１６年２月１３日）が公表されたことに伴い、 

当事業年度から同実務対応報告に基づき、法人事業税の付加価値割及び資本割２０７百万円を販 

売費及び一般管理費として処理しております。 

 

 

  （リース取引関係） 

 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

 

                            （ 前 期 ） （ 当 期 ） 
 

  取 得 価 額 相 当 額                899 百万円        960 百万円 
 
       減価償却累計額相当額                 612   〃          606  〃 
 
        期 末 残 高 相 当 額               286   〃           353  〃 

 

未経過リース料期末残高相当額 
 

  １ 年 以 内                      159 百万円        181 百万円 
 

  １ 年 超                        245   〃         301  〃 
 

計                            405   〃          483  〃 

 

              支 払 リ ー ス 料                     205 百万円         218 百万円 
 
              減 価 償 却 費 相 当 額              184 百万円         218 百万円 
 
              支 払 利 息 相 当 額                10 百万円          11 百万円 

 
 

減価償却費相当額の算定方法 
 
         リース期間を耐用年数とし、有形固定資産については残存価額を１０％と仮定し定率法に 

より計算した減価償却費相当額に簡便的に９分の１０を乗じた額を各期に配分する方法およ 

びソフトウェアについては残存価額を零とする定額法によっております。 

 
 
      利息相当額の算定方法 

 
         リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方 

法については、利息法によっております。 

 

 

 

－３３－ 

 



 

 

注記事項 
 
 

（貸借対照表関係） 
 
                            （ 前 期 ）  （ 当 期 ） 
 
          １．有形固定資産の減価償却累計額           45,250 百万円     46,774 百万円 
 
          ２．関係会社に対する金銭債権・債務 
 
                  短 期 金 銭 債 権                8,872 百万円     10,111 百万円 
 
                  長 期 金 銭 債 権               18,791  〃       14,639  〃   
 
                  短 期 金 銭 債 務               10,196  〃        9,801  〃   
 
     ３．担 保 に 供 し て い る 資 産 
 
                  建 物                5,590 百万円      5,161 百万円 
 
                  土 地                2,714  〃        2,714  〃   
 
     ４．保 証 債 務 の 残 高           15,657 百万円     15,209 百万円 
 
     ５．連 帯 債 務 の 残 高            1,917 百万円      1,666 百万円 
 
     ６．手 形 割 引 高               51 百万円         76 百万円 
 
     ７．自 己 株 式 の 数 
 
                  普 通 株 式              264,938 株      312,968 株 
 
     ８．貸借対照日を払込期日とする    関係会社株式には、竹島 

       関係会社株式の新株式払込金    製薬㈱に対する新株式払 

                        込金５０１百万円が含ま 

                        れております。 

 

 

（損益計算書関係） 
 
                            （ 前 期 ）  （ 当 期 ） 
 
     １．関 係 会 社 と の 取 引 高 
 
           売 上 高               13,977 百万円     16,698 百万円 
 
           仕 入 高               29,399  〃       30,479  〃   
 
             その他の営業取引高                  133  〃          178  〃   
 
                  営業取引以外の取引高                1,135  〃          335  〃   
 
     ２．一般管理費及び当期製造費用に 

              含まれる研究開発費                      2,316 百万円      2,594 百万円 

 

 

（有価証券関係） 

 

            前期末（平成１６年３月３１日現在）及び当期末（平成１７年３月３１日現在）において子会社 

     株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

 

 

－３４－ 

 



 

    （税効果会計関係） 

 

         １．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 

                                                 当 期 

                                                        （平成17年3月31日現在） 

                 繰延税金資産（流動） 

                      未払事業税否認                                 ２６３百万円 

                      賞与引当金否認                  ２６１ 〃 

                      売掛金否認                    ３６０ 〃 

                      その他                                        ２９ 〃 

                    繰延税金資産（流動）合計                        ９１４ 〃 

                    繰延税金負債（流動）との相殺              △     ２９ 〃 

                    繰延税金資産（流動）の純額                      ８８４ 〃 

 

                    繰延税金負債（流動）  

                  特別償却準備金                               ２９百万円 

                    繰延税金負債（流動）合計                         ２９ 〃 

                    繰延税金資産（流動）との相殺              △     ２９ 〃 

                    繰延税金負債（流動）の純額                        － 

 

                    繰延税金資産（固定） 

           土地時価評価差額                                 １４９百万円 

                      関係会社株式受入差額                           １９３ 〃 

                      関係会社株式評価損                              ６８ 〃 

                      貸倒引当金損金算入限度超過額                     １０２ 〃 

                      退職給付引当金損金算入限度超過額              ６２３ 〃 

                      貸倒損失否認                   １１７ 〃 

                      その他                                          ２８ 〃 

                    繰延税金資産（固定）合計                      １，２８２ 〃 

                    繰延税金負債（固定）との相殺              △  １，２８２ 〃 

                    繰延税金資産（固定）の純額                        － 

 

                    繰延税金負債（固定） 

                      特別償却準備金                             ６８百万円 

                      その他有価証券評価差額金                     ７，２４６ 〃 

          繰延税金負債（固定）合計                  ７，３１５ 〃 

                    繰延税金資産（固定）との相殺              △  １，２８２ 〃 

                    繰延税金負債（固定）の純額                    ６，０３２ 〃 

 

          ２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 

                  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の百分の 

                五以下であるため注記を省略しております。 

 

 

役員の異動 

 

       １．代表者の異動 

 

           該当事項はありません。 

 

２．その他の役員の異動 

 

           該当事項はありません。 

－３５－ 

 


